予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費
	事業名　自立的まちづくり応援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　清流の国推進部　清流の国づくり政策課　移住定住係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2064）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11122@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　1,600千円（前年度予算額：1,600 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,600

	要求額
	1,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,600

	決定額
	1,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,600


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・まちづくり支援チームが派遣された地域においては、多くの住民が参加し、自ら外壁の塗装や案内看板の作成を行うなど景観整備活動等が行われるようになった。こうした自主自立した活動を支援するため、補助を行う。
（２）事業内容

　【補助対象団体】
　県が派遣している「まちづくり支援チーム」または「ふるさと応援チー　

　ム」の派遣地域で活動する団体

　【補助対象事業】
　街並み、拠点施設の修景整備、案内看板整備、空き店舗対策、特産品開発
　等

　【補助率及び補助限度額】
　補助率：9/10以内、限度額：400千円／団体
（３）県負担・補助率の考え方

　　住民自らが考え、実施する自立的なまちづくり活動を始めるきっかけにな　

　るとともに、目に見える「活動の成果」となって、まちづくり活動に携わる

　住民の意識・意欲の向上につなげる補助事業であり、県負担は妥当。

　　また、１割を自己資金とすることで、自主的な取り組みを促すことができ、　

　事業の効率化が図られている。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	1,600
	400千円×４団体（新規４地区を想定）

	合計
	1,600
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県長期構想
　　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす
　　　　（地域の魅力を高めるために）
（２）後年度の財政負担

　　毎年度同程度の財政負担が必要。

県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	自立的まちづくり応援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	県が派遣している「まちづくり支援チーム」または「ふるさと応援チーム」の派遣地域で活動する団体

	補助事業の概要
	（目的）

地域における自立と連携及び持続的なまちづくりを支援するため、さらなる住民主導のまちづくり活動の活性化、交流人口の増加等につながることを目的とする。

（内容）

各地域においてまちづくり活動を進める団体が、地域資源を活用し、自ら行う地域活性化につながる事業のうち、必要と認める経費について、予算の範囲内において、団体に対し補助金を交付するもの。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（補助対象経費の１０分の９以内、４０万円が限度）

	補助効果
	住民自らが考え、実施する自立的なまちづくり活動を始めるきっかけになるとともに、目に見える「活動の成果」となって、まちづくり活動に携わる住民の意識・意欲の向上につながる。

	終期の設定
	終期２７年度

（理由）終期未設定で事業開始から既に３年以上経過


（事業目標）

	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

住民主導のまちづくり活動の活性化、交流人口の増加等につながることを目指した活動に必要な経費を補助することにより、地域住民による自立と連携及び持続的なまちづくりを応援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H**年度末)
	目標

(H28年度末)
	目標

(終期)

	①まちづくり活動実施団体
	0団体

(H18年度末)
	13団体
(H28年度末)
	15団体
(H30)

	②
	
	
	


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	1,200千円
	771千円
	940千円
	(予算額)

1,600千円
	(要求額)

1,600千円

	指標①目標
	10団体
	10団体
	11団体
	12団体
	13団体

	指標①実績
	10団体
	10団体
	13団体
	(推計値)

15団体
	(推計値)

19団体

	指標①達成率
	100％
	100％
	118.2％
	(推計値)
125％
	(推計値)
146.2％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


※本事業は、まちづくり支援チーム・ふるさと応援チームが派遣された地域において、その地域に住む県民による活動を支援するものであり、指標の設定には適していない。
（前年度の成果）

	チームを派遣した３地域に対して補助を実施した。移住定住に関する研修、ニーズの把握、交流・移住促進窓口の充実を図ることができた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
自主的な取り組みに対する支援であり、より良い事業が実施できるよう支援チームが効果的なアドバイスを行うことが必要である。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	自立と連携及び継続的なまちづくり活動への取り組みに対して、その必要な経費を補助するもので、活動の重要な財源となる場合が多く、必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	住民主導のまちづくり活動の促進、又は、地域住民のまちづくり活動への参加意識を高めるなど、景観整備のハード面への効果のみならず、地域住民の参加意識などのソフト面への効果もある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	事業経費の９割を補助し、１割は自己資金としている。自己資金を含めることで、自主的な取り組みを促すことができ、また事業の効率化が図られている。


（事業の見直し検討）

	　地域住民による自立と連携及び持続的なまちづくりを促進するためには、住民主導のまちづくり活動の活性化、交流人口の増加等が必要である。本事業はそうした活動に必要な経費を補助するもので、活動の重要な財源となる場合が多く、必要性が高い。そのため、継続が妥当である。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）

　地域住民による自立と連携及び持続的なまちづくりを促進するためには、住民主導のまちづくり活動の活性化、交流人口の増加等が必要である。本事業はそうした活動に必要な経費を補助するものである。

　平成２６年度には地域への移住対策のために必要な経費に対して補助をし、移住促進のために必要なシステムや意識向上を図ることができた。

　こうしたことから、継続が妥当である。


